
   

 

 

 

 

 

 

 

令和元年度奈良県計画に関する 

事後評価 

 

 

 
令和３年１１月 

奈良県 

 

※ 本紙は、計画期間満了の翌年度まで、毎年度追記して国に提出

するとともに、公表することに努めるものとする。 
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１．事後評価のプロセス 

（１）（１）（１）（１）「事後評価の方法」の実行の有無「事後評価の方法」の実行の有無「事後評価の方法」の実行の有無「事後評価の方法」の実行の有無    

 事後評価の実施にあたって、都道府県計画に記載した「事後評価の方法」に記載した事項

について、記載どおりの手続きを行ったかどうかを記載。 

 

□ 行った 

  

 ☑ 行わなかった（介護分） 

  ・新型コロナウイルスの影響により協議会を開催できなかったため。 

 

 

（２）（２）（２）（２）審議会等で指摘された主な内容審議会等で指摘された主な内容審議会等で指摘された主な内容審議会等で指摘された主な内容    

 事後評価の方法に記載した審議会等の意見を聞いた際に指摘された主な内容を記載する

とともに、内容の末尾に審議会等名とその開催日時を記載すること。なお、主な内容につい

ては、審議会等の議事概要の添付も可とする。 

 

審議会等で指摘された主な内容 

・特になし。 
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２．目標の達成状況 

    

令和元年度奈良県計画に規定した目標を再掲し、令和２年度終了時における目標の達成

状況について記載。 

 

■■■■奈良奈良奈良奈良県全体県全体県全体県全体（目標（目標（目標（目標と計画期間と計画期間と計画期間と計画期間））））    

１．目標１．目標１．目標１．目標    

    奈良県においては、医療介護総合確保区域の課題を解決し、高齢者が地域において、

安心して生活できるよう以下を目標に設定する。 

 

    （３）（３）（３）（３）    介護施設等の整備に関する目標介護施設等の整備に関する目標介護施設等の整備に関する目標介護施設等の整備に関する目標        

地域包括ケアシステムの構築に向けて、第７期県介護保険事業支援計画等におい

て予定している地域密着型サービス施設等の整備を行う。 

介護施設等の開設時に必要な準備経費に対して支援を行うことにより、開設時か

ら安定した質の高いサービスを提供するための体制を整備する。 

介護療養型医療施設の介護施設等への転換整備に対して支援を行い、介護療養病

床の減少を促進する。 

既存の特別養護老人ホームの多床室におけるプライバシー保護のための改修に対

して支援を行うことにより居住環境の質を向上させる。 

 

・認知症高齢者グループホーム               １カ所 

・小規模多機能型居宅介護事業所              ２カ所 

・定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所         ３カ所 

・看護小規模多機能型居宅介護事業所            １カ所 

・認知症高齢者グループホーム開設準備経費に対する支援   ２カ所 

・小規模多機能型居宅介護事業所開設準備経費に対する支援   ２カ所 

・定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所開設準備経費に対する支援 

 １カ所 

・看護小規模多機能型居宅介護事業所開設準備経費に対する支援 

２カ所 

・介護療養型医療施設の介護施設等への転換整備支援     １カ所 

・既存の特別養護老人ホーム多床室のプライバシー保護改修支援  

２カ所(58 床) 

２．２．２．２．計画期間計画期間計画期間計画期間    

平成31年４月１日～令和３年３月31日 
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□□□□奈良奈良奈良奈良県全体県全体県全体県全体（達成状況）（達成状況）（達成状況）（達成状況）    

１）目標の達成状況１）目標の達成状況１）目標の達成状況１）目標の達成状況    

③③③③    介護施設等の整備に関する事業介護施設等の整備に関する事業介護施設等の整備に関する事業介護施設等の整備に関する事業    

・認知症高齢者グループホーム               1 カ所 

・小規模多機能型居宅介護事業所              2 カ所 

・定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所         1 カ所 

・看護小規模多機能型居宅介護事業所            1 カ所 

・認知症高齢者グループホーム開設準備経費に対する支援   2 カ所 

・小規模多機能型居宅介護事業所開設準備経費に対する支援   2 カ所 

・定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所開設準備経費に対する支援 

 1 カ所 

・看護小規模多機能型居宅介護事業所開設準備経費に対する支援 

2 カ所 

・介護療養型医療施設の介護施設等への転換整備支援     1 カ所 

・既存の特別養護老人ホーム多床室のプライバシー保護改修支援  

２カ所(58 床) 

 

    ２）見解２）見解２）見解２）見解    

③③③③    介護施設等の整備に関する事業介護施設等の整備に関する事業介護施設等の整備に関する事業介護施設等の整備に関する事業    

地域における医療機能の分化・連携、地域包括ケアシステムを構築するための仕

組みづくりや医療従事者の確保が一定程度進んだ。 

また、県内の要介護・要支援認定者に対する地域密着型サービス施設が増加し、

高齢者が地域において、安心して生活できる体制の構築が進んだ。 

    ４４４４）目標の継続状況）目標の継続状況）目標の継続状況）目標の継続状況    

□ 令和２年度計画にも当該目標に関連した目標を掲げている。 

☑ 令和２年度計画には当該目標に関連した目標は掲げていない。 

■奈良・東和・西和・中和・南和（目標と計画期間） 

１．１．１．１．中央中央中央中央区域の医療と介護の総合的な確保に関する目標区域の医療と介護の総合的な確保に関する目標区域の医療と介護の総合的な確保に関する目標区域の医療と介護の総合的な確保に関する目標    

③③③③    介護施設等の整備に関する目標介護施設等の整備に関する目標介護施設等の整備に関する目標介護施設等の整備に関する目標    

奈良県全体の目標と同じ 

２．２．２．２．計画期間計画期間計画期間計画期間    

平成31年４月１日～令和３年３月31日 

■奈良・東和・西和・中和・南和（達成状況） 

 

１．目標の達成状況１．目標の達成状況１．目標の達成状況１．目標の達成状況    

  奈良県全体の達成状況と同じ 

２．見解２．見解２．見解２．見解    

  奈良県全体の達成状況と同じ 
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３．目標の継続状況３．目標の継続状況３．目標の継続状況３．目標の継続状況    

□ 令和２年度計画にも当該目標に関連した目標を掲げている。 

☑ 令和２年度計画には当該目標に関連した目標は掲げていない。 

 

３．事業の実施状況 

    

令和元年度奈良県計画に規定した事業について、令和２年度終了時における事業の実施

状況について記載。 

事業の区分 ３．介護施設等の整備に関する事業  

事業名 【NO.１（介護分）】 

奈良県介護施設等整備事業 

【総事業費】 
722,214 千円 

事業の対象となる区域 全圏域 

事業の実施主体 介護事業者等 

事業の期間 平成 31 年 4 月 1 日～令和 3 年 3 月 31 日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

高齢者が地域において、安心して生活できる体制の構築を

図る。 

アウトカム指標： ・認知症高齢者グループホーム            １カ所 ・小規模多機能型居宅介護事業所           ２カ所 ・定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所      １カ所 ・看護小規模多機能型居宅介護事業所       １カ所 ・認知症高齢者グループホーム開設準備経費に対する支援    ２カ所 ・小規模多機能型居宅介護事業所開設準備経費に対する支援    ２カ所 ・定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所開設準備経費に対する支援                                         １カ所 ・看護小規模多機能型居宅介護事業所開設準備経費に対する 支援                      ２カ所 ・介護療養型医療施設の介護施設等への転換整備支援                                            １カ所 
・既存の特別養護老人ホーム多床室のプライバシー保護改

修支援                 ２カ所(58 床) 
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事業の内容（当初計画） ・地域密着型サービス施設等の整備を行う。 

・介護施設等の開設に必要な準備経費に対して支援を行

う。 

・介護療養型医療施設の介護施設等への転換整備に対して

支援を行う。 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

・認知症高齢者グループホーム            １カ所 ・小規模多機能型居宅介護事業所           ２カ所 ・定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所      １カ所 ・看護小規模多機能型居宅介護事業所       １カ所 ・認知症高齢者グループホーム開設準備経費に対する支援    ２カ所 ・小規模多機能型居宅介護事業所開設準備経費に対する支援    ２カ所 ・定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所開設準備経費に対する支援                                         １カ所 ・看護小規模多機能型居宅介護事業所開設準備経費に対する 支援                      ２カ所 ・介護療養型医療施設の介護施設等への転換整備支援                                            １カ所 
・既存の特別養護老人ホーム多床室のプライバシー保護改

修支援                 ２カ所(58 床) 

アウトプット指標（達成

値） 

・認知症高齢者グループホーム            １カ所 ・小規模多機能型居宅介護事業所           ２カ所 ・定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所      １カ所 ・看護小規模多機能型居宅介護事業所       １カ所 ・認知症高齢者グループホーム開設準備経費に対する支援    ２カ所 ・小規模多機能型居宅介護事業所開設準備経費に対する支援    ２カ所 ・定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所開設準備経費に対する支援                                         １カ所 ・看護小規模多機能型居宅介護事業所開設準備経費に対する 支援                      ２カ所 ・介護療養型医療施設の介護施設等への転換整備支援                                            １カ所 
・既存の特別養護老人ホーム多床室のプライバシー保護改

修支援                 ２カ所(58 床) 

事業の有効性・効率性 アウトカム指標 ・認知症高齢者グループホーム            １カ所 
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・小規模多機能型居宅介護事業所           ２カ所 ・定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所      １カ所 ・看護小規模多機能型居宅介護事業所       １カ所 ・認知症高齢者グループホーム開設準備経費に対する支援    ２カ所 ・小規模多機能型居宅介護事業所開設準備経費に対する支援    ２カ所 ・定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所開設準備経費に対する支援                                         １カ所 ・看護小規模多機能型居宅介護事業所開設準備経費に対する 支援                      ２カ所 ・介護療養型医療施設の介護施設等への転換整備支援                                            １カ所 
・既存の特別養護老人ホーム多床室のプライバシー保護改

修支援                 ２カ所(58 床) 

（１）事業の有効性（１）事業の有効性（１）事業の有効性（１）事業の有効性    

・地域密着型サービス施設等の整備により県内の要介護・

要支援認定者に対する地域密着型サービス事業所数が増加

し、高齢者が地域において、安心して生活できる体制の構築

が図られた。 

・特別養護老人ホーム等の開設準備経費に対する支援を行

うことにより、開設時における安定した質の高いサービス

の提供が図られた。 

・介護療養型医療施設の介護施設等への転換整備に対して

支援を行い介護療養病床が減少した。 

（２）事業の効率性（２）事業の効率性（２）事業の効率性（２）事業の効率性    

    調達方法や手続について行政の手法を紹介することで、

一定の共通認識のもとで施設整備を行い、調達の効率化が

図られた。    

 


